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第第十十一一節節  出出願願とと同同時時ににすするる手手続続のの方方式式  

 

ⅠⅠ  発発明明のの新新規規性性喪喪失失のの例例外外のの規規定定のの適適用用をを受受けけよよううととすするる場場合合  

１１．．発発明明のの新新規規性性のの喪喪失失のの例例外外のの規規定定のの適適用用をを受受けけよよううととすするる場場合合のの手手続続（（特特3300((22))((33))））  

(1) 願書の「【整理番号】」の欄の次に「【特記事項】」の欄を設けて「特許法第30条第２項の

規定の適用を受けようとする特許出願」と記載します。 

(2) 証明書の提出は「新規性の喪失の例外証明書提出書」（特施規27の３の２、様式第34）に証

明書を添付して行います。 

なお、証明書の提出は出願の日から30日以内にしなければなりません。 

(3) 分割出願、変更出願又は実用新案登録に基づく特許出願において、原出願で提出された「発

明の新規性喪失の例外規定の適用を受けようとする旨を記載した書面」及び「発明の新規性の

喪失の例外の適用を受けるための証明書」は、新たな特許出願と同時に提出されたものとみな

されます（特44(4)、46(6)、46の２(5)）。 

(4) 国内優先権の主張を伴う出願の場合に、先の出願について提出した「発明の新規性の喪失の

例外の適用を受けるための証明書」が、変更を要しないものであるときは、その旨を願書に記

載してその提出を省略することができます(特施規31(1)）。 

(5) 新規性の喪失の例外証明書の提出期間を徒過した場合の救済措置 

証明書の提出期間内に新規性の喪失の例外証明書を提出することができない場合であっても、

証明書を提出する者にその責めに帰することができない理由がある場合は、その理由がなくな

った日から14日（在外者にあっては２月）以内で、その期間経過後６月以内に限り新規性喪失

の例外証明書の提出が認められます（特30(4))。 

その際、上申書又は新規性喪失の例外証明書提出書の【その他】の欄において、当該手続を

することができなかった理由が「出願人等の責めに帰することができない理由」に該当するこ

とを具体的かつ十分に記載し、その記載した事実を裏付ける証拠書類を提出しなければなりま

せん。 

 

 

〔記載例〕 

【書類名】  特許願 

【整理番号】 Ｐ○○○○○○－○○ 

【特記事項】 特許法第30条第２項の規定の適用を受けようとする特許出願 

（【提出日】  令和○年○月○日） 
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〔記載例〕「発明の新規性の喪失の例外の適用を受けるための証明書」の提出を省略する場合 

 

【提出物件の目録】 

【物件名】 特許請求の範囲    １ 

【物件名】 明細書        １ 

【物件名】 図面         １ 

【物件名】 要約書        １ 

【物件名】 発明の新規性の喪失の例外の適用を受けるための証明書 １ 

【援用の表示】変更を要しないため省略する。 
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